ほぼ週刊コラム　「Partnership論」　その１０９
シリーズ：『米国Partnership税制勉強会』の振り返りと準備
今週は、第二回勉強会の振り返り（２）

CorporateとPartnershipの相違点一覧表 rev.6から、項目6「事業体所得への課税」
2014.08.29　rev.2　齋藤旬

　先週は、税務上の損益認識権限が、corporateの場合は国家税務当局にあり、partnershipの場合はpartner達にある、と述べた。また、corporateはgoing concernであるからこそ発生主義会計が強制され、partnershipは非going concernであるからこそ会計自由が許される、とも述べた。先週で、項目5まで説明を終えた。今週は相違点一覧表の項目6「事業体所得への課税」を説明する。
　･･･とその前に、先月capacity（法的行為能力）を説明して「進化史年表」の誤訳に気付いた。その訂正をする。これで年表はrev.6となった。訂正箇所は、項目9の「1991年Vatican発行の回勅Centesimus Annus」にある：
「（生産行為にとって）決定的に重要なfactorはますますman himselfとなってきています。即ち、人が持つ知識、特に、人が持つ科学的知識、組織を相互に関連付けコンパクトにまとめる為に人が持つcapacity（法的行為能力）、そして、他の人のneedsを感受しそれを満たす為に人が持つability（能力）、これらが決定的に重要です。」
の赤色で示した部分。以前は、capacity(容量)としていた。お詫びして訂正します。
更に更にこの文章、改めて見て、abilityも単に「能力」とするのは誤訳かもしれないと思い始めた。abilityにはlegal ability（法律行為能力）の意味を持たせることもあるからだ。つまり西洋法学
では、capacityはius（人々が自然に形成する法）の領域での行為能力を表し、abilityはlex（国家等の権威者が権威づけた法律）の領域での行為能力を表す
、という考え方がある。これに立脚してこの文章は書かれたのかもしれない。将来、「誤訳」と確信できたら、ability（法律行為能力）と訂正するかもしれない。

なお、lexとiusのことはコラム１００とコラム１０１に詳しく説明した。ご覧下さい。

項目6「事業体所得への課税」。これは、corporateでは「有り」で、partnershipでは「無し」だ。corporateの場合、国家税務当局によってcorporateレベルでの年間所得額が認識され、それに税率を掛け算して算出した税金を毎年課税される。
corporateの場合は、その様にcorporate income taxを納めた後の所謂「税引後利益」から、更に、株主に配当(dividend)を払うことになる。その配当を含めた株主個人所得には別途、個人所得税も課税される。従って、この「配当」部分には法人所得税と個人所得税の二重課税がされることになる。

事業体レベルで配当を損金算入することが、あるいは別の言い方をすれば、該corporateの「税引前利益」から配当を払うことが許されるならば、配当への二重課税は避けられる。しかしこの「配当全額損金算入」が許されると、「税引前利益」全てを配当に回すことが行われ、課税所得額ゼロ、従って法人税を全く納めないことになる、と考えるのが自然だ。

確かに、配当を部分的に損金算入し、配当にかかる二重課税を緩和する措置は、日本を含め多くの国で制度化されている。しかし、corporate dividendへの二重課税は完全に無くすことは出来ない。なぜならば、本質的にcorporateとはpublic companyだからだ。publicly valuable outcomesを扱うのであり、public sphereに対しparticipation fee（参加費）である法人所得税（corporate income tax）を払うことはcorporateにとってdutyであるとjustifyされる。従って、配当の全額損金算入は許されないし、corporateの法人税が免除されることは本来有り得ない。即ち本来、配当への二重課税は完全には無くならない。
他方partnershipは、解散時に最終的な損益がpartner達によって認識され、その最終損益がpartner達にcollectively properにdistribute（分配）され、partner毎の個人所得にpartnership最終損益分配金が損益通算されて、個人所得税として課税される。これが基本だ。

partnershipレベルでは課税されない。partnerレベルでのみ課税される。これを、「事業体がpass throughされる」ととらえて、pass through taxationと呼ぶ。corporateの様な、分配金への二重課税は起きない。
また、解散前であっても途中損益をpartner達が自主的に認識し、collectively properにdistributeないしallocate
し、個人所得に損益通算して納税することが可能だ。この場合、多くのケースで「益」でなく「損」を認識し「納税」でなく「減税」を行うのが普通だ。

もっと言うとこの「中途損益認識」では、At Risk Lawを活用して、loss（損）となった出資資金だけでなくlossとなった融資資金までも損金算入して、大幅な「減税」を行うのが普通だ。この事は、進化史年表の項目5「1976年At Risk Law」を取り上げるとき説明する。ここでは詳しく説明しない。

自由には義務がつきもの。会計自由にも義務が伴う。その様な義務として、毎年税務当局に対し、partnershipは情報申告する義務が、又、partner達は所得申告する義務がある。
情報申告についてはコラム３５「Partnershipの税務：会計自由だが情報申告（Information Return）の義務あり。」に説明したので参照されたい。
このコラム３５では、会計自由という権限に伴う義務として情報申告等のaccountabilityを取り上げた。しかし、私の勉強が進んで、これ以外にも義務というか新たな応答責任（responsibility）が生まれてきていることが分かった。.即ち、会計自由を含む新たなpartnershipの仕組み全体の普及に呼応して発生する義務ないし応答責任（responsibility）として、今のところ私が確認できたのは、以下の二つ：

1) 「広く適用されるno-fault liability（無過失返済責任）」、あるいは「良きサマリア人の法（Good Samaritan statutes）」

2) duty of verification（真贋判定の義務）、あるいはduty of collective self defense（集団的自衛の義務）

1)2)とも、事業者側のaccountabilityではなく、社会側、即ち、新たなpartnershipを受け入れた「社会」側のresponsibilityであることが特徴だ。
即ち、新たなpartnershipによって拡大されたriskに備えるために、事業者側だけでなく社会側もdutyないしresponsibilityをassumeする（引き受ける、担う、負う）ことが必要となった。
つまり、riskが現実となって実際の被害が生じたとき、事業者側努力だけではその被害を補償したり、その被害の拡大を止めることが出来ない。社会の皆さん、ここはどうか一つ、お力をお貸しください、ということだ。
この背景には勿論、社会がそうするだけのメリットがこの新たなpartnershipによるthe new capitalism 6にはある、ということなのだが…。この話は、この勉強会を進めていく中でオイオイ皆様に分かって頂きたいと思う。
今週は以上。来週も乞うご期待。
� 西洋法学を、英語ではjurisprudence、または単にlawという。なお、無冠詞のlawは、無冠詞のGodと同様に、「theをつける必要もないほどに、だれもが特定できる、唯一無二の絶対存在」という意味を持つときがある。つまり、無冠詞のlawは単に「西洋法学」を意味するときと、唯一無二の絶対存在的な「法」を意味するときがある。注意されたい。


�　例えば、ナチス台頭を許してしまうことになる1933年の授権法（Enabling Act）が思い出される。Legislator（良い和訳ではないが「立法府」。lexを作成する権威者）がAdministrator（行政府）にlegislative power（lex作成権威）を譲ってしまったあの悪名高き授権法。この「授権」は、英語では「en-able」と表される。legislative power（lex作成権威）を授けることを、「enableする」と表現する。


� なお、� HYPERLINK "http://www.vatican.va/holy_father/john_paul_ii/encyclicals/documents/hf_jp-ii_enc_01051991_centesimus-annus_zh.pdf" \t "_blank" ��Vatican発行の中国語訳�ではcapacityもabilityも「能力」と翻訳されている。


� distributeでは実際にお金がpartnerに渡る。他方、allocateでは実際には渡らない。帳簿上だけの事柄。allocateは、貯金通帳に利息や預金が記載されるのに少し似ている。預金者が引き出さない限りその利息を含めた預金は銀行によって運用されているのと同様に、allocateされたお金はそのpartnerに手渡されることなく、そのpartnershipによって引き続き使用されている。


� コラム６８と６９、� HYPERLINK "20131108%20W45%20GCD%20economy%20vs%20Long%20Tail%20economy%20rev1/20131108%20W45%20GCD%20economy%20vs%20Long%20Tail%20economy%20rev1.doc" \t "_blank" ��「薬ネット販売に関する噛み合わない議論：「最大公約数」vs.「ロング・テール」　～～背景に「corporate経済 vs. partnership経済」～～」�と� HYPERLINK "20131115%20W46%20senshuu%20no%20hosokku%20rev1/20131115%20W46%20senshuu%20no%20hosokku%20rev1.doc" \t "_blank" ��「先週の補足：今の日本でもし、薬ネット販売の全面解禁を敢行すれば．．．。」�参照方。


� 新たなpartnershipによるthe new capitalismの興隆によって、duty of verification（真贋判定の義務）とduty of collective self defense（集団的自衛の義務）が必須となってくると看破（かんぱ）したのは、1991年Vatican発行のヨハネ・パウロ二世回勅� HYPERLINK "http://www.vatican.va/holy_father/john_paul_ii/encyclicals/documents/hf_jp-ii_enc_01051991_centesimus-annus_en.html" \t "_blank" ��『Centesimus Annus』�。詳しくは、コラム� HYPERLINK "http://www.llc.ip.rcast.u-tokyo.ac.jp/Column%20hobo-shuukan/2014/20140320%20W86%20full%20reviseup%20or%20wayaku%20of%20CA/20140320%20W86%20full%20reviseup%20or%20wayaku%20of%20CA%20rev9.doc" ��８６�，� HYPERLINK "http://www.llc.ip.rcast.u-tokyo.ac.jp/Column%20hobo-shuukan/2014/20140328%20W87%20key%20phrases%20in%20CA%20chapterIV%20rev1/20140328%20W87%20key%20phrases%20in%20CA%20chapterIV%20rev2.doc" ��８７�，� HYPERLINK "http://www.llc.ip.rcast.u-tokyo.ac.jp/Column%20hobo-shuukan/2014/20140404%20W88%20menaqce%20of%20china/20140404%20W88%20menaqce%20of%20china%20rev5.doc" ��８８�，� HYPERLINK "http://www.llc.ip.rcast.u-tokyo.ac.jp/Column%20hobo-shuukan/2014/20140411%20W89%20human%20dignity%20and%20common%20good/20140411%20W89%20human%20dignity%20and%20common%20good%20rev1.doc" ��８９�，� HYPERLINK "http://www.llc.ip.rcast.u-tokyo.ac.jp/Column%20hobo-shuukan/2014/20140418%20W90%20on%20collective%20self_defence/20140418%20W90%20on%20collective%20self_defence%20rev3.doc" ��９０�、とんで� HYPERLINK "http://www.llc.ip.rcast.u-tokyo.ac.jp/Column%20hobo-shuukan/2014/20140620%20W99%20personal%20dignity%20in%20constitutions/20140620%20W99%20personal%20dignity%20in%20constitutions%20rev2.doc" ��９９�等を参照方。
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